
公共工事をめぐる現状等

• 建設投資、許可業者数及び就業者数の推移

• 建設業の利益率の推移

• 建設業の倒産状況
• コスト構造改革について

• 低入札価格調査件数の推移

• 公共工事における施工不良事例
• 独占禁止法違反事件数の推移
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（資料出所）  国土交通省「建設投資見通し」、「許可業者調べ」、総務省｢労働力調査」
　注１　投資額の平成14年度、15年度は見込み、平成16年度は見通し。
　注２　許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値。
　注３　就業者数は年平均。
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建設投資（名目値）、許可業者数及び就業者数の推移
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　　（資料出所）  財務省「法人企業統計」
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建設業の利益率の推移

   　　　　           　　　　　　Ｈ３年度　　    　　 　　 　Ｈ４年度　　　　　　　　Ｈ14年度  （対ピーク比）
　　　　　　　　　　　　　　　 （利益率のピーク）　　 　（建設投資のピーク）
　　　　　 経常利益率   　  　　 4.0％ 　　 　　→　　　　　3.8％　  　　　→　　  　1.3％　（▲67.5％）
            営業利益率       　　 3.4％　  　　　→　  　　　3.2％　　　　　→　　　　1.3％　（▲61.8％）
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○倒産件数の推移（負債総額１千万円以上）

Ｈ４年 Ｈ13年 Ｈ14年 Ｈ15年

・件　　　数 2,845 → 5,852 → 5,863 → 5,067 （件）

・負債総額 7,607 → 19,618 → 24,513 → 16,255 （億円）

※Ｈ15年は、件数で対前年比13.6％減、負債総額で33.7％減となっている。

○全産業に占める建設業の倒産の割合

Ｈ４年 Ｈ13年 Ｈ14年 Ｈ15年

・件　　　数 20.1% → 30.1% → 30.1% → 30.5%

・負債総額 10.1% → 12.1% → 17.8% → 13.8%
 3

建設業の倒産状況（帝国データバンク調べ）

2,845 2,868
3,206

3,786 3,710

4,785

5,440

4384

5928 5852 5863

5067

19,618

24,513

16,255

13,864

12,348

21,146

7,607

12,780

7,898 7,675
8,547

23,668

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 (年)

(件)

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000
倒産件数
負債総額

（億円）



○国土交通省公共事業コスト構造改革プログラムの策定　（平成１５年３月）　
①「公共工事コスト縮減対策に関する新行動計画」（平成１３年３月）に加え、「改革」として取り組むべき施策
　をとりまとめたもの

位置付け

※毎年度、施策実施状況と数値目標について
フォローアップを実施

平成１５年度から５年間で、平成１４年度と比較して、１５％の総合コスト縮減率を達成する。数値目標
Ｈ１０ Ｈ１４Ｈ８ Ｈ９ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３

Ｈ１５ Ｈ１９（５年間）

新たな取り組み新たな取り組み

従来からの取り組み従来からの取り組み １５％１５％

１３．６％１３．６％

①規格の見直しによる工事コストの縮減

②事業のスピードアップによる事業便益の早期発現

③将来の維持管理費の縮減

従来の工事コストの縮減に加え以下の項目も評価

※物価の下落を含めると
　２１．３％の縮減

②直ちに実施できる施策のみではなく、検討、試行、他省庁との調整を行った上で実施に移行する施策を含む
③必要に応じて施策を追加、変更し、プログラムを更新する

内　容 ①事業のスピードアップ（８施策）
②計画・設計から管理までの各段階における最適化（１４施策）
③調達の最適化（１２施策）

合計３４施策

○政府における公共事業コスト構造改革プログラムの策定　（平成１５年９月）
①事業の迅速化（３項目）
②計画・設計から管理までの各段階における最適化（５項目）
③調達の最適化（２項目）

合計１０項目

○数値目標について

平成１５年度：コストの観点から公共事業のすべてのプロセスを見直す「コスト構造改革」の取組を開始

内　容

国土交通省の取組が政府全体の取組へ展開　→　政府プログラムの策定へ

（物価の下落等を除く）

コスト構造改革について

４
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国土交通省地方整備局発注工事
（港湾空港関係分を除く）

地方公共団体

低入札価格調査件数の推移
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　近年、極端な低価格での入札が増加しており、いわゆるダンピング受注が問題視されている。な
お、地方公共団体においては、最低制限価格制度を採用しているケースも多い。（最低制限価格制
度を導入している地方公共団体は平成１５年３月現在1,818団体）



山形新聞 14.11.1 中日新聞 15.2.18 福島民友新聞 15.4.1 

公共工事における施工不良事例

トンネルの一部区間におい
て覆工コンクリート厚の出
来形が不足

↓
補修工事により、片側交互
通行規制が約１年間発生

トンネルの一部区間におい
て覆工コンクリート厚の出
来形が不足

↓
補修工事により、片側交互
通行規制が約１年間発生

橋梁橋脚の耐震補強用アン
カーボルトの定着長不足
　　　　　 ↓
落橋防止機能が働かず、大
震災時に安全確保できない
おそれ

橋梁橋脚の耐震補強用アン
カーボルトの定着長不足
　　　　　 ↓
落橋防止機能が働かず、大
震災時に安全確保できない
おそれ

アーチリブを連結する横支
材の仕口の製作方法を誤り、
橋桁が水平方向にずれ
↓
是正工事により、福島県南
と会津を結ぶ甲子道路の供
用が１年遅延。

アーチリブを連結する横支
材の仕口の製作方法を誤り、
橋桁が水平方向にずれ
↓
是正工事により、福島県南
と会津を結ぶ甲子道路の供
用が１年遅延。

６



(単位：件）
平成

８年度
平成

９年度
平成

１０年度
平成

１１年度
平成

１２年度
平成

１３年度
平成

１４年度

独占禁止法違反事件数
（法的措置件数） 21 31 27 27 18 38 37

うち入札談合事件数 5 16 17 18 10 33 30
独占禁止法
違反事件数
（法的措置件数）

16 15 10 9 8 5 7

（出典）　（財）建設業適正取引推進機構　調べ
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独占禁止法違反事件数の推移
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※　独禁法違反事件数とは、「私的独占」・「カルテル」・「不公正な取引方法」等に係る措置件数、及び勧告が行われずに
　「課徴金納付命令」がとられた件数の合計。


